




















教 授 崎 章浩
AkihiroSaki
1は じめ に
最近の新聞紙上において も,「トヨタ自動車,キ ャノン,リ コーなど製造業大手が相次ぎ,
調達する材料 ・部品について,メ ーカーに有害物質などの使用状況を詳 しく計測 ・報告 させ る
厳密な環境管理を始めた。欧州の環境規制強化や含有物質について最終製品メーカーの責任が
問われる例が増えているのを受け,規 制物質の把握や排除を徹底する。」[日本経済新聞,1
月19日付 け朝刊一面],「日米の素材 メーカー大手が 自動車の軽量化 につながる材料 を共同開
発する。三井化学と米 ダウ ・ケ ミカルが高機能を新樹脂の開発で合意。神戸製鋼所 と米USス
チールは新型の鋼板を共同開発,販 売する。世界の自動車各社は温暖化ガスの排出削減に向け
燃費性能の向上 につながる車体軽量化 を一層重視 してお り,日米の連携で巨大市場を取 り込む
狙いだ。」[日本経済新聞,1月20日付け朝=刊一面]と いった記事が散見 されるように,わ が
国のおいて ますます企業は環境 に配慮 している。
ドイツにおいてもまた,80年代 の終わ りに,多 量の廃棄物,大 気汚染,土 壌汚染,水 質汚
染,エ ネルギーの浪費 といった,増 大する環境問題に直面 して以降,環 境 を志向 した製品の開
発への要求が高 まってきた。そうした事態を解決するための,つ まり環境への排出や廃棄を削
減するための適切な戦略 として提案 されて きたのが本稿で紹介する「用途の拡大1)と耐用年数
の延長2)NutzungsintensivierungundLebensdauerverlangerung」というコンセプ トである。そ
れ らは以下のような経緯で考えられてきた。
すなわち,今 日よ く知 られた概念の一つ に持続する開発SustainableDevelopment,持続す
る経済nachhaltigesWirtschaftenという概念があるが,こ れは環境にやさしい経済 を熱望する
人々の主張を要約 したものであ り,また競争力や,成 長,収 益性 といった多 くの企業の 目標に
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も長期的に調和することが重要である。つま り,エコロジーとエ コノミーの両面を考慮 した経
済がそこに表されている。
こうした社会の持続するあるいは将来性のある経済の理想像 として,こ の数年の問に公の議
論 の場 において登場 したのが循 環経 済Kreislaufwirtschaftとい う概念 である[BUND/
Misereor1996]。循環経済 とは,自 然か ら採取されるすべての資源が廃棄物 としてふたたび自
然に戻 されるまで,で きるだけ長 くかつ効率的に経済システムの申で循環することを目指 した
ものである[Fleig(2000)S.1]。そ して,こ の循環経済 とい う理想 を実現す るため に,Fleig,
JUrgenらは,「用途の拡大と耐用年数の延長」とい うコンセプ トを提示 している。
ここに,用 途の拡大 とは,「…(当 該製品と,〔エコロジーの面で一体化 しているとい う意味
での〕その製造のために必要なプロセスのすべての)一 定の材料インプット当た り,あ る製品
から得 られる,限 定された期間当たりの特有の用途すなわちサービス単位の数量を増大させる
ことに貢献する経済体の技術的ない し組織的な処理のすべて」[Fleig(2000)S.20]を意味する。
また,耐 用年数の延長 とは,「… さらに解体 されることなく,一定の製品あるいは(製 品を
構成す る)部 品ユニットか ら用途すなわちサービス単位が得 られる,期 間を延長 させ ることに
貢献する,経 済体の技術的あるいは組織的な処理のすべて」[Fleig(2000)S.21]を意味 し,そ
のさい,「限定 された期間当た りの特有の用途は減少 してはならない し,使用の強度は弱まっ
てはならない。」[Fleig(2000)S.21]とい うことである。
以上のような,循環経済 と,用途の拡大 と耐用年数の延長というコンセプ トとの関係 を示 し
たのが図1-1である。
Fleigらの文献は4部から構成 され,第1部 の第2章か ら第5章 までは循環経済の現在のフレ
ーム ・ワークと,用途の拡大 と耐用年数の延長というコンセプ トについて説明 した上で,企 業
への導入のさいの出発点 を明 らかにし,つ いで第2部の第6章か ら第10章までは導入すべ き領
域,導 入のさいの考察事項など,企業への導入にあたっての基礎 とそのプロセスが解明されて
いる。そ して,第3部 の第11章から第14章においては上記 コンセプ トとその適用 について詳
細 に議論 されている。そ して,最 後の第4部の第15章から第18章までは事例 を挙げて上記 コ
ンセプ トのエコノ ミー面,エ コロジー面での効果が評価 されている。本稿では,紙 幅の関係か
ら,第16章の,Econ-AirAG社とCharterWay社の事例 を取 り上げ,「用途の拡大 と耐用年数
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2評 価 方 法
エコロジー面からの評価の方法には,一 方では経営 を分析の中心に置 く方法 と,他方では製
品の耐用年数全体にわたって考察する方法の2つがある。前者 には,た とえばEG環境監査に
よる環境マネジメン トシステム,ISO14001による環境マネジメ ントシステムなどがある。そ
れに対 して,後 者の方法 としてエコビランツや,MIPSコンセプ ト,累積エネルギー費用など
が展開されて きた。
そ して,こ こでの問題提起,す なわち「用途の拡大 と耐用年数の延長」とい うコンセプ トが環
境負荷の軽減にエコロジー面でいかに効果的に作用するか とい う問題 を検討す るにあたって
は,製 品アプローチが必要であり,エ コビランッ,MIPSコンセプ ト,累積エネルギー費用が
評価方法 として適用 される。また分析するさいには,イ ンプット面(資 源,エ ネルギー)だ け
でなく,ア ウ トプット面(水,空 中,土 壌への排出,廃 棄)も また考察する必要がある。
エ コビランツOkobilanzenは,周知のように,ラ イフサイクル全体(原 材料 の採取,製 造,
輸送,使 用,廃 棄)を 通 じて製品と結びついた環境への影響を見積 もるための方法であ り,ま
ず目標 と調査のフレームワークが確定される。ついで,製 品システムに関連する材料 とエネル
ギーのインプットとアウ トプットのフローが集約 される。効果の見積 もりにおいては,こ のイ
ンプットとアウ トプットに結びついた潜在的な環境への影響が評価 されるべ きであり,また集
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約 されたデータは環境問題の領域 に分類 ・整除され,そ の上で,個 々の領域内の係数(た とえ
ば,地 球温暖化係数)を 用いて集計される。その さいの重要な領域は,温 室効果,オ ゾン層の
破壊,酸 性化,富 栄養化,有 毒性,廃 棄物,資 源消費,お よびエネルギー消費である。
すべ ての環境への影響 をエ コビランツに集約するこ とは非常 に費用がか さむこ とから,




い,原 材料 インプ ットには,自 然から一時的に採取 された原材料,お よび製品の生産,使 用,
廃棄 などのため に必要な,自 然の中で移動する原材料のすべてが含まれる。把握された原材料
は,① 非生物的で再生不能 な原材料,② 生物的な再生可能な原材料,③ 土地,④ 水,お よび⑤
空気の5つのグループに分類 される。測定単位はキログラムあるいは トンであ り,サ ービス単
位は製品別に決定される。そ して,イ ンプッ トの減少あるいはサービス単位数の増加は資源の
生産性の向上をもたらす。
反面,MIPSコンセプ トはアウ トプ ット面(排 出や廃棄 など)の把握 と評価 は困難iであると
いう欠点がある。インプッ ト値への限定は原材料の最少化によって環境負荷 も削減するとい う
仮定の もとで行われるが,原 材料は必ず しも量的に異なるだけでなく,質 的(有 毒性など)に
も異 なることから,す なわち,よ り少ない資源の消費を伴 う材料の投入によって毒性の負荷が
増加する場合 には,資 源消費の最少化がエコロジー面でマイナスの影響 を伴 う可能性があり,
そのためにこのアプローチをさらに展開することが必要である。
累積エネルギー費用(DerkumulierteEnergieaufwand:KEA)は,製品の製造,使 用,廃 棄
あるいはサー ビスの提供 により発生する,一 次エ ネルギーの評価 された費用の全体 を示す
[VDI(1997)]。そのさい,KEAはエネルギー費用と非エネルギー費用(浪 費)か らな り,プロ
セス連鎖分析やインプット・アウ トプット分析により算定 される。けれども,完全に把握する





Econ-1MrAG社の事例では,使 い捨てシステムと再利用 システムという2つの方法の,エ コ
ロジー面での効果が比較 されている。アルミ缶 を再利用することにより,輸送費用(回 収処理
費用)の 追加が必要であ り,こ れが使い捨てシステムのアル ミ缶の新たな生産と比較される。
そ して,こ の異 なるライフサイクル段階におけるエコロジー面での全体的な評価への影響 を明
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らかにするために,エ コビランツが利用 される。
そのさい,そ の外の比較すべ きデータが存在するかもしれないが,Fleigらは,目 標が製品
の完全 なエコビランツの作成にあるのではな く,2つのシステムのエコロジー面での影響の違
いを評価することにあるとい う理由から,議論を単純化するために,追 加的なアル ミ缶 の生産








アルミ缶 材 料 数量(9) 材 料 数量(9)
缶 内面塗装済アルミ 100 内面無塗装アル ミ 100
バルブ 6.3 6.3
上蓋 2 2
キャ ップ 5 5
ラベ ル 金属の薄片 1.5 石版 または紙 1.5
小 計 114。8 小 計 114.8
配合成分 腐食防止剤 40 腐食防止剤 40
薄液 100 薄液 100
オイル 100 オイル 100
溶剤 160 溶剤 110
噴出手段 圧縮空気 2.4 プロパ ン ・ブ タ ン 50







現在,Econ-Air社では,80,000個の箱が 流通 してい る。 そ して,特 別 なふ たに よる便利 さの
向上 と輸 送上 の安 全確保 のた めに,新 たなモデ ルが投 入 される こ とに よ り,将 来,箱 の重量 は
現 在 の1,200グラムか ら1,500グラム になる。 また,比 較の ための数値(機 能上 の単位)と して
10,000缶(1,000kgのア ル ミ)が 選 択 され た。耐用 年数 の計 算 はエ コ ビラ ンッ作成 のた めの ソ
フ トウェアUmberto3.0プロ グラムに よって行 われ,輸 送 とアル ミ生産 のた めのデ ー タはプ ロ
グラムの現存 の シリーズか ら抽 出 され た[IFU1999]。
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(3)2つの システムの ライ フサ イ クル
図3-1で は,使 い捨 て缶 の ライ フサ イ クルが描 か れてい る。物 質が変形 す る地点 に正方 形
の記号 が置 かれ,円 形 の記号 で もって,変 形 が起 こらない地点が示 され ている(保 管,イ ンプ
ッ ト/ア ウ トプ ッ ト・フロー)。
アル ミ缶 の生産(T4)の 場合 に,資 源(P7>が 必 要で あ り,そ の さい,大 気汚 染(P4),廃
棄物(P5)お よび副産物(P6)が 発生 す る。 だが,ア ル ミか らアル ミ缶 を生 産す るこ とは無
視 される。 アル ミ缶(P9)は つ ぎに25tトラ ック(T5)で500㎞ を輸送 される。そ して,ア ル
ミ缶 は充 填業 者 に到着 し,ア ル ミ缶 は ダンボール箱 で荷造 りされ る。 ダンボール箱 の製造か ら
のエ ネルギ ー消費や大気 汚染 な どは算 入 されない。 ダンボール箱で荷 造 りされた アル ミ缶 はそ
の後,配 達用 ラ イ トバ ン(3.5t以下 のデ ィー ゼル車)で もって顧 客 に配送 され る。 その さい,



















他 方,図3-2で は,再 利用 される アル ミ缶 のラ イフサ イ クルが描か れて いる。使用(T10)
までの ライ フサ イ クル は使 い捨 て シス テム と一致す る。使 い捨 て システムの缶 と同 じく,ほ と
ん ど永久 的な循環 回数 を持 つ こ とか ら,輸送 のための プラスチ ックケース の製 造 は無視 され る。
けれ ど も,使 い捨 てシス テム とは対照 的 に,使 用(T10)に 際 してすべ ての アル ミ缶 が廃棄 物
にな るの では な く,ふ たた び充填業 者 に輸 送 され る(配 送用 ライ トバ ンに よ り300キロメー ト
ル輸 送)。機能 を検査 し洗浄(T12)し た後 に,ア ル ミ缶(P10)は ふた たび充填 される(T6)。
再利 用 シス テムの場 合 に,1回 目で は50%の 缶 とす べ てのケ ースが,2回 目にはすべ て のケ ー

























輸送(T5)だけか ら発生する特殊でない炭化水素(揮 発性有機化合物:VOC)の 排出まで
は使い捨てシステムは良 くない(図3-3参 照)。その際,使 い捨てシステムと回収率15%の
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ところが,3つの代替案の累積エネル'ギー 費用(KEA)が個々のライフサイクルの段階に し
たがって区分されている図3-4をみると,50%の再利用システムのKEAは使 い捨てシステム
のKEAよ りもほぼ30%少ない(回 収率15%の代替案のKEAは4%少 ないにすぎない)。この
ことから,ア ル ミ生産のエネルギー消費が成果を決定することが明らかになるが,ア ルミ缶の













□T13ラ イ トバ ン
皿T7ラ イ トバ ン
∈ヨT7ラ イ トバ ン
國T5ト ラ ック





ないのに対 して,二 酸化硫黄 と酸化窒素の排出においても,50%の回収率の再利用 システム
には利点がある。



















とができる。その際,よ り多い燃料消費のために,配 達用ライ トバンの距離が成果 を決定す
る。
こうした見積 もりの結果として,再 利用 システムの優位性は明 らかとなったが,し か しそれ
がアルミ缶の回収率に非常 に左右 されるということも分か った。調査 した事例では,再 利用 シ
ステムはほぼ15%の回収率 を上回ると,VOC排出を除 くすべてのパ ラメータで使い捨てシス
テムよりも良好である。使い捨てシステムに対する再利用 システムの,こ の利点は回収率が高
くなればます ます顕著になる。それゆえに,回 収率,す なわち製品リサイクル,さ らには材料
リサイクル(環 境負荷の大部分がアルミの製造から発生)を 高めるための措置が講 じられなけ
ればならない。
他方で,回 収率の増加により輸送 もまたますます重要になる。それゆえに,輸送(車 種,積
載重量,距 離)に ついて もエ コロジーに適合 した形で計画されるべきである。たとえば,そ の
出発点は車両の選択である。配達用小型ライ トバ ンの燃費は トラックと比較 して明らかによい
からである。
さらに質的な面 も考慮する必要があると思われる。 とくに使い捨てシステムの場合に配合成
分が管理 されずに環境に放出される可能性があるのに対 して,再 利用 システムの場合には,ア
ル ミ缶の回収により,アルミ缶の残余物の管理された廃棄物処理 も可能になる。このリスクの
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潜在性は見積 もることが非常 に困難であるが,些 細なことではないと考えられる。
4Mercedes-BenzCharterWayGmbHの事 例
(1)議論 の前提
Mercedes-BenzCharterWayGmbH社の場合 には,「製 品の購 買VerkaufvonProdukte」では
な く,「用 途 の購 買VerkaufvonNutzen」戦略 が追 求 されてい る。 すな わち,同 社 は車 両 を所有
し,3年 か ら4年 顧 客 に リース してい る。 そ して,リ ース期 間終 了後 に顧客 か ら車 両 を引 き取
り,中 古 車 と して再販 してい る。 ここで は,JUrgenらは,消 費 に関す るデ ー タが あ るこ とか
ら,シ ュ ツ ッ トガル トの ドイ ツ赤 十字(DKR)に 対 す る患 者輸 送車 と救急 車 の リース の事 例
が取 り上 げて いる。
こう した車両 を対象 とした場合 に,エ コロジー面 での評価 に とって決定的 なのは使用段 階で
あ る。 とい うの は,10年 間使 用 した場合 に,累 積エ ネル ギー費用(KEA)の 約13%が 製造 段
階 で,約87%が 使用段 階で発生 す る,と い う報告が あるか らであ る[Hof匠mann(1995)S.108]。
したが っ て,以 下 の考 察で は,使 用 段 階 を中心 に,ま ず はKEAに よ りエ コロジー面 での効 果
が測定 されてい る。 この こ とは,一 方 で は車 両が複 雑 で多 数の部 品 ・ユ ニ ッ トか ら構 成 されて
お り,環 境へ のすべ ての影響 を評価す る こ とは非常 に費用 がか さむ とい うこと,他 方 で は,使
用段 階,し たが って燃料 消費 が大 きな意味 を もつ こ とか ら,KEAが エ コロジー面 での評 価 に
とって重 要 な指標 であ る,と い え るか らで あ る。KEAの うち,排 出 フ ァクター を通 じて と く
にエ ネルギ ーに限定 したCO2,NO.などの排 出が算 定 され る。
こう したアプ ローチ に よって,エ ネルギー 的 ・エ コロジー的 に最適 な車両 の購 入(投 入)時
点 につ い て も考慮 す るこ とが で きる。 とい うのは,早 期 に投 入す る ことに よ り,燃 費 がい い,
あ るい は排 気 ガスが少 ない,よ り効 率 的なモ デルへ の変更 を可 能 にす るか らで あ る。 そのため
に,技 術 開発 によ りエ ネルギー消費 を大 き く削減す る将来 の潜在性 が見積 もられ る。とは いえ,
早 す ぎる交換 は,逆 に,使 用 段階 での効率 の改善 に よる必要 な製造費用 の補償 を不 可能 にす る
こ とが あ る。 た とえば,乗 用 車 の場合 に,年 間の走行 距離 を14,740kmとしで,10年 が最適 で
あ る,と い う指摘 があ る[vgLHoffmann(1995)S.102]。
(2)2つの代替案
ここで求め られている機能は輸送能力の提供である。表4-1は,DKRの患者輸送車の性能
を示 している。DKRではこれ まで ガソリンエ ンジンの車両 を購入 し,現在所有 しているが,
ここでは比較のために,デ ィーゼルエ ンジン車と仮定 して記述 されている。また,DKRでは
購入 した車両についても安全な緊急出動の必要性から定期的な整備等 を行 ってお り,したがっ
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て,整 備,修 理 等 につ いて,購 入 した場 合 と リースの場合 とは まった く異 な らない とい うこ と
が仮定 され ている。
表4-1患 者輸送車のデータ
購 入 リ ー ス






予備車両 5 2ない し3
DKRでの最大輸送距離 366,670 220,000
年間走行距離km 36,667 36,667
走行距離㎞(使 用期間) ～500,000 ～500,000
その後の利用 東 ヨー ロ ツパ 東 ヨー ロ ッパ,地 方赤 十字
[Fleig(2000)S.315]
さ らに,リ ース の場 合 に,CharterWay社が車 両 を購入 す るこ とか ら,DKRは 自己所有 の車
両 を削減 す るこ とが で き,ま た,DKR独 自の ガ ソ リンス タ ン ドと修 理工 場 を保 有 す る必 要が
な くなる。
(3)2つの代替案のライフサイクル








また使 用段 階の考察 の ため に,2つ の代替 案が 同一の輸 送能力 を求 めて いる ことが仮定 され
てい る。 「リース」の場 合 に車 両 の早期交 換(5年 後 を仮定)が 条件 で あるの で,2つ の車両 は
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調整 される必要がある。2度目の リース時に,CharterWay社の車両がふたたび使用 されること
か ら,「購入」代替案 と比較するためには,追 加車両が考慮 されなければな らない。その結果,
2つの代替案は同一の車両の輸送能力を有することになる(表4-3参 照)。代替案「リース」の
長所 は,車 両の使用が激 しい場合に,つ ねに最も効率の良い(燃 費の良い)車 両 に交換できる
し,2度目の リースにおいて,た とえば担当区域が狭 くなった場合に,そ れに併せて,よ り小
型の車両 を使用することができる。
表4-3車 両の走行距離





合 計 566,667㎞ 566,667km
[Fleig(2000)S.316]
また,法 律の規制(表4-4を 参照)に より,性能が劣 っても機能を維持すべ き中古車(た
とえば,車 両B)に ついては高額で資源集約的な部品の追加装備が必要とな り,そ うすること
で,車 両の負荷は一様 になる。
表4-4ト ラックとバスの排気ガスの限界値
ユ ー ロ1 ユ ー ロII ユ ー ロ 田
1988/90以降 1992/93以降 1995/96以降 1999以降
CO 13.39/kWh 4.9g/kWh 4.Og/kWh 2.Og/kWh
HC 2.6g/kWh 1.239/kWh 1.1g/kWh 0.6g/kWh
NOx 15.89/kWh 9.Og/kWh 7.Og/kWh 5.09/kWh以下
粒子物質 } 0.4g/kWh 0.15g/kWh 0.19/kWh以下
[Fleig(2000)S.319]
使 用段 階 では,直 接 的なエ ネルギ ー消 費,す なわ ち軽油 の消費 だけが考慮 され る。 したが っ
て,間 接 的 なエ ネ ルギ ー消 費,た とえば道路 建設 は,2つ の代 替案 で異 な らない ことか ら,無
視 され る。 また,維 持 費用 は車 両 の使 用 にか な り左右 され る[Hoffmann(1995)S.78]が,時
間の経過(た とえば,さ び)に よる もの と,車 両 の使用(た とえば,ブ レーキ)に よる もの と
を明確 に区分 す ることがで きない こ とか ら,考 慮 されな い。
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さらには,燃 費の改善 も考察 にあたって大 きな役割 を演 じる。た とえば,あ る研 究では
1968年か ら1990年までの間に輸送用車両の燃料消費が100㎞当た り501から351にまで削減で
きたことを示 している[Ebner(1995)S.57]。乗用車PKWの領域において も,膨大 な燃費の改





Dに代替 され,燃 費の改善により,こ の車両は慣 らし運転後に10.51になる。 この燃費の改善
は明らかに短 くなった年間走行距離の購入車両Bに もあてはまる(表4-3を 参照)。
廃棄については,代 替案で相違がないことか ら,考察されていない。
(4)評価
すでに指摘 して きたように,代 替案のエコロジー面での評価は累積エネルギー費用(KEA)
の指標で行 われている。それを要約 しているのが表4-5で あ り,「リース」の方が有利である
ことが示 されている。 というのは,使 用が激 しい場合に,最 初の車両は5年後 によ り効率的な
モデルに代替され,第2の 使用段階においてそれほど激 しく使用されないからであ り,節約潜
在性の見積 もりの差はほぼ31GJになる。ただ し,この「リース」の利点は,最 初の使用段階 と
第2の使用段階 との間に違いが小 さくなると,減 少する。だが,燃 料消費の削減のための技術
の飛躍的進歩が多 くなると,利 点は増大する。たとえば,燃 料消費が5年後 に11.51から9.51
になれば,ほ ぼ65GJの節約が可能になる。
それに対 して,構 入」した場合には,経 済的な観点から,早期の買い替えはできない可能性
がある。






① よ り少ないエネルギー消費はとくに大気の有害物質による排気 も少なくなる。
②代替車両の必要性が減少す る。事例では,5台か ら2ない し3台に減る(節 約可能性342-
513GJ)。
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表4-5指 標KEAの彙計
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 計
購入(車 両A)
生産(GJ)★ 171 171
使用(GJ)★ ★ 179 179 172 172 172 172 172 172 172 172 1731
KEA(GJ) 350 179 172 172 172 172 172 172 172 172 1902
購入(:車両B) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
生産(GJ)★ 171 171
使用(GJ)★ ★ 90 90 90 85 85 85 85 85 85 85 867





リース(車両C/D) 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
生産(GJ)★ 171 171 342
使用(GJ)★ ★ 179 179 172 172 172 164 164 157 157 157 1671
KEA(GJ) 350 179 172 172 172 335 164 157 157 157 2014
リース(車両C/D) 6 7 8 9 10 6 7 8 9 10
生産(GJ)★
使用(GJ)★ ★ 94 94 94 94 94 85 85 85 85 85 895







脅★ 軽 油:供 給:5
,1721vii/1およ び 熱 量:42,705MJ/r[Hof丘nann(1995):3.72f.】
[Fleig(2000)S.318]
③つねに最新 の排気 ガス技術が投入される。
④騒音負荷 を削減するために,車 両の防音設備 もまた不断に改善 されている。
事例 によって,よ り効率的な技術の投入 と早期の借 り換 えにより,エネルギーの節約が可能 .
であるとい うことが明らかになった。こうしたや り方は「用途の購入」戦略によりはじめて可能
となる。というのは,購 入 した場合には,長 い減価償却期間によ り,早期に買い換えられない
か らである。
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しか し同時に,限 界も明 らかとなった。効率の改善がわずかである,あ るいはまったくない
といった場合に,使 用段階での節約可能性は小 さい。また,走 り方の燃費への影響の ような,
その他の要素もまた,燃 料消費の削減可能性を一部相殺することか ら,過小に評価 してはなら
ない。
とはいえ,車両による一定の給付の需要か ら出発 したとすれば,「用途の購入」戦略はさらに,
顧客が交通手段(ト ラ ック,鉄 道,船 舶 など)に 対 して支払 う価格が年間の距離 を志向 し,そ
の観点か ら交通手段を選択 していることか ら,エ コロジー面での最適化の目標の要求にしたが
って,追 加的なエコロジー面での負荷軽減の潜在能力を得 ることができる。
5む すび
これまで企業はエ コノミー重視の経営 を行 ってきたが,今 日ではエコノミー面だけでな く,
エ コロジー面 をも考慮する必要性が 日増 しに高 まってきている。つまり,持続する開発,持 続
する経済が標榜 され,そ の理想像として現れたのが循環経済である。そして,こ の循環経済を
実現するコンセプ トが本稿で取 り上げた「用途の拡大 と耐用年数の延長」とい うコンセプ トであ
る。
これらの コンセプ トが循環経済,ひ いては持続する経済にとって,言 い換えればエコロジー
の面においていかに有効であるかを,FleigらはEcon・AirAG社3)とCharterWayGmbH社の事
例で明らかに している。すなわち,ア ルミ缶を再利用すべきか否か,車 両 を購入すべ きかリー
スすべ きか,と いった意思決定 において,こ れらのコンセプ トがいかにエコロジーの面で有効
であるか ということが,エ コビランッやMIPS法,累積エネルギー費用 などの方法で明 らか と
なった。
が しか し,Fleigらが,「材料 フローの削減 と環境負荷の軽減に成果のある戦略の影響要因を
識別するために,多 くの実例が詳細に評価されなければならない。目標はその可能性 と限界の
観点から戦略を分類することである。」[Fleig(2000)S.320]と述べているように,ま だまだ課
題 も残 されているの も事実である。




2)耐 用年数の延長と直訳 したが,本来の意味は使用(利用)期 間の延長ということである。
3)別 稿[崎(2003)]で明らかなように,Econ-AirAG社の再利用システムは,エ コノミー面においても有効
である。
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